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 強震時，杭基礎は慣性力のみならず，地盤の強制変位により大きく損傷を受けることが既往の研究によ

り明らかにされている．こうした地盤変位を受ける杭基礎を照査し，その結果，杭に要求される変形性能

を満足しない場合，杭径をどのように変更すれば損傷を抑制することができるのだろうか？本研究では，

耐震設計で頻繁に用いられる応答変位法の基本式から，曲げひずみと杭径の関係を誘導し，曲げひずみを

極大化させる杭径（不適径）の存在を明らかにした．また，不適径は，杭先端の拘束条件によらず，一般

的な杭径諸元の範囲よりもおよそ常に大きい値となることが判明した．それらの特性を弾性波動論に基づ

く理論解と比較した結果，杭頭部に生じる曲げひずみと杭径の関係は良好に一致した． 
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１．はじめに 
 

過去の地震被害調査や数多くの解析的・実証的研

究により，軟弱地盤に埋設される杭基礎については，

慣性力のみならず，地盤変形の影響を受けることが

明らかにされている．そのため，近年の耐震設計法

においては，地盤変形の影響を考慮した耐震照査が

実施される場合が多い 1）．Nikolaou and Gazetas2）

の線形動的解析に基づく研究によれば，地盤変形に

よる杭の曲げひずみは，一様地盤では杭頭近傍で増

加し，硬軟 2 層からなる地盤においては，その層境

界付近で無視し得ない程度の大きな曲げひずみが生

じることを明らかにしている．地盤変形を考慮した

耐震設計法としては応答変位法があり，実務設計の

有効な手段として耐震設計に定着している．室野,

西村 3）は，慣性力と地盤変形の位相差に着目し，

これに基づく杭の応力発生メカニズムの解明と，地

盤変位の影響を中心とした設計と慣性力の影響を中

心とした設計の 2 段階法を提案した．Luo et al.4)

による被害事例の検証解析も，この手法に基づいて

実施されており，過去の地震被害を説明できること

が実証されている．しかし，未解明の点が未だ幾多

も残されている．それは“地盤の強制変位を受ける

杭径に，最適径は存在するのか”という問題である．

例えば，地盤変位を受ける杭の耐震照査において，

地盤変形に対する杭の変形性能が，要求性能を満足

できなかった場合を想定する．この場合，当然，主

鉄筋本数を増加させて耐力を増加させたり，帯鉄筋

を増加させて靭性能を確保するように努力するに違

いない．しかし，この考え方には一つ大きな見落と

しがある．それは，その杭のプロポーションが最適

であるという前提に基づいていると言う点である．

もしかしたら，現在よりも杭径を大きくし，杭断面

の曲げ剛性を増加させれば，杭体の損傷を抑制でき

るかもしれない．こうしたとき，もしも杭の損傷を

最小にする最適径が存在するならば，できる限りそ

の杭径に近づく方向で断面諸元を変更すればよく，

要求性能を満たすために余計な鉄筋を追加しなくて

も済むのかもしれない．あるいは，杭の損傷を極大

化させる杭径が存在するならば，こうした杭径を可

能な限り避けることで，損傷を抑制することができ

るであろう．設計当初にそうした杭径が把握できて

いれば，その杭径に合わせて杭本数を調整し，鉛直

支持などの常時設計への対策を講じることも可能で

ある．しかし現時点において，地盤変形を受ける杭

の損傷と杭径の関係についての研究は，余り実施さ 

れていないのが現状である． 
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そこで本研究では，耐震設計で頻繁に用いられて

いる応答変位法を用いて，その基本式から曲げひず

みと杭径の関係を誘導した．そして，杭頭の曲げひ

ずみを極大化させる杭径の存在とその特性を，２つ

の異なる杭先端の拘束条件下（ヒンジ固定・完全固

定）において明らかにした．また，これらの関係を

弾性波動論に基づく理論解と比較し，その妥当性に

ついて検証した．本報告は，以上の検討内容につい

て報告するものである． 
 
 
２．応答変位法による曲げひずみと杭径の関係 
 
 本章では，応答変位法による曲げひずみと杭径の

関係を誘導し，その特性について考察する．以下に，

応答変位法の基本式を示す． 
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ここで， pu は杭の変位振幅， su は表層地盤の変位

振幅， pE と I は杭のヤング率と断面 2 次モーメン

ト， K は杭側面に作用する単位杭長当りの水平地

盤反力度，また D は杭の直径である( aD 2= で a
は杭の半径を表す)． 

本検討においては，表層地盤は弾性・均質であり，

剛な基盤層に支持されているものとする．また杭頭

を完全固定，杭先端をヒンジ固定の場合と完全固定

の場合とする．また本検討では，一様地盤を対象と

することから，Nikolaou and Gazetas 2）の研究結

果に従い，杭頭部に着目することにする．表層地盤

の変位振幅は次式を仮定する. 

 

z
V

uu
s

sufs
ωsinˆ=                (2) 

 

ここで sufû とは，基盤に対する地表面の相対変位振

幅を表す．杭先端をヒンジ固定と仮定して，式(1)

から杭の曲げひずみを求めれば次式となる． 
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ここで， 
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式(3)を利用して，表層地盤の１次卓越振動数

( gωω = )における杭頭位置の曲げひずみ pε
~ ( Hz = )

を求めてみる．ただし，相互作用ばね KD の評価

式として，Gazetas and Dobry5）による以下の算定

式を用いた． 

 

sEKD 2.1=                (4) 

 

図-1 に曲げひずみ pε と杭径（杭半径 a ）の関係を

示す．全体的な傾向について考察すれば，杭半径 a
が非常に小さい場合，杭頭の曲げひずみは零に収束

する．そして，杭半径 aが大きくなると，いずれの

ケースにおいても曲げひずみが最大となる径が現れ

る．そしてその最大点以降，曲げひずみは径の増加

に伴い減少する特徴が見られる．つまり，曲げひず

みを最小にする最適径はなく，その代わり，曲げひ

ずみを極大化させる不適な径（以下，不適径）が存

在することがわかる．そしてその不適径は，図-

1(a)(b)(c)間の比較により，杭長 H が大きいほど

大きな値を取ることがわかる．地盤と杭の剛性比

ps EE （ sE は地盤のヤング率）については，杭長

が等しい場合，剛性比の減少に伴い，不適径の値は

増加する傾向が見られる．また，実際的な杭径の範

囲（杭半径 a =0.1m から 1m 程度）では，杭半径 a
と曲げひずみの関係は線形と見なし得る特性を示し

ていることがわかる．そのため，不適径は常に杭径

を増加させる方向に位置しており，このことから，

地盤変形を受ける杭の杭径は，可能な限り小さくす

ることが望ましいと判断できる．また，この範囲に

おいては，地盤と杭の剛性比 ps EE がほぼ同一の曲

線に収束しており，剛性比 ps EE におよそ依存しな

い特性となる．つまり，杭部材や地盤の剛性変化は，

この範囲においては，曲げひずみに然程の影響を与

えないということである．つまり，地盤変形に対し

て杭の剛性を強化させる対策を講じても，曲げひず

みを著しく減少させることはできないということで

ある．それよりは，杭径をできるだけ小さくする努

力をした方が，余程，杭の曲げひずみを減少させる

ことができるといった解釈が可能である． 
これら特性については，式(5)に示すように，更

に曲げひずみを表層地盤の平均せん断ひずみ sγ
（= Husufˆ ）で正規化することで統括される． 
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図-1 杭長 H と地盤と杭の剛性比 ps EE をパラメータとした杭頭曲げひずみと杭径との関係 
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式(5)によれば，平均せん断ひずみ sγ で正規化した

曲げひずみは，基礎径長比 Ha と杭と地盤の剛性

比 sp EE の関数となることがわかる．図-2に基礎

径長比 Ha と正規化された曲げひずみの関係を示

す．図-1に示した杭長の異なる全ての曲線が，同じ

杭と地盤の剛性比 sp EE を持つ曲線に一致するこ

とがわかる． 

次に，杭先端の拘束条件を完全固定条件とした場

合について検討してみる．曲げひずみは次式から求

まる． 
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ここで， A， B ，C ， D は杭頭と杭先端の境界条

件から定まる未定係数である．上記と同様に，表層

地盤の１次卓越振動数( gωω = )における杭頭位置の

曲げひずみ pε
~  ( Hz = )を条件として付加し，表層

地盤の平均せん断ひずみ sγ で正規化すれば，図-3

に示すような結果が得られる．杭先端をヒンジ固定

した場合と同様に，杭長の異なる全ての曲線が，同

じ杭と地盤の剛性比 sp EE を持つ曲線に一致する

ことがわかる．また，それらの関係も同様に，杭の

曲げひずみを極大化する不適径が存在することが理

解できる．そしてその不適径の値は，杭先端をヒン

ジ固定とした場合と対比して，いずれの剛性比

sp EE においても，およそ 0.7 倍程度低下するこ

とがわかる．しかし，この低下によっても，不適径

が一般的な杭径の諸元（基礎径長比 05.0≤Ha ）

の範囲に入らないと判断することができる．つまり

杭頭部の曲げひずみは，杭先端の境界条件によらず，

杭径を減少させることで抑制することができること

がわかった． 

図-2基礎径長比 Ha と地盤の単位平均せん断ひずみを

受ける杭頭曲げひずみ pε
~

の関係(杭先端ヒンジ固定) 

図-3基礎径長比 Ha と地盤の単位平均せん断ひずみを

受ける杭頭曲げひずみ pε
~

の関係(杭先端完全固定) 
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３．理論解との比較 
 

これを弾性波動論に基づく理論解と比較してみ

る．杭先端をヒンジ固定条件とした理論解には，

田治見の単杭に関する理論解6)を用いた．また，杭

先端を完全固定とした理論解には，大平らの理論

解7)を用いた．いずれも，式の誘導に関する詳細は，

当該論文を参照されたい．ただし，いずれの理論

解においても，地盤の強制変形によるKinematic応

答のみを抽出していることをお断りする．また本

解析では，地盤の密度 =ρ 1.8t/m3，ポアソン比

=ν 0.45，減衰定数 =gh 0.05を用いるものとする．  

理論解から誘導された基礎径長比 Ha と正規化

された曲げひずみの関係を図-4に示す．図-4によ

れば，１）不適径が存在すること，２）杭長の異

なる全ての曲線が，同じ杭と地盤の剛性比 sp EE
を持つ曲線に一致すること，そして，３）杭先端

が完全拘束条件となった場合，ヒンジ固定条件の

場合と対比して不適径が低下することが，応答変

位法による正規化した曲げひずみと基礎径長比

Ha との関係と良好に一致することがわかる．ま

た，本報告では割愛するが，表層地盤のポアソン

比と減衰定数の違いが不適径に及ぼす影響を評価

した結果，それらの影響は無視し得る程度のもの

であったことをここに報告する． 

 

 

４．結論 
 
 以上の検討により，地盤の強制変形を受ける杭

の杭頭部においては，杭先端の拘束条件に依存せ

ず，杭径を極大化させる不適径が存在することが

明らかとなった．また，その不適径は，概して一

般的な杭径諸元の範囲よりも大きいことが明らか

となった．今後，地盤条件の違いや，Nikolaou 

and Gazetas2）が指摘している２層系地盤での層境

界付近で生じる曲げひずみについて検討していく

予定である． 
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図-4田治見の理論解 6)基づく基礎径長比 Ha と地盤の

単位平均せん断ひずみを受ける杭頭曲げひずみ pε
~

の  関

係(杭先端ヒンジ固定) 

図-5大平らの理論解 7)に基づく基礎径長比 Ha と地盤

の単位平均せん断ひずみを受ける杭頭曲げひずみ pε
~

の  

関係(杭先端完全固定) 


